
１　総括

（1）　人件費の状況（普通会計決算）

（2）　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成27年4月1日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務ｊ職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
　　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

（3）　ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、
　　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

 　　　
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３　平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値である。
　　　　　

※　平成28年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を
　　超えている場合について、その理由及び改善の見込み

職員階層の変動による指数の変動。

（4）　給与改定の状況 ※人事委員会を設置していないため、該当なし。
①　月例給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

②　特別給（期末・勤勉手当）

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉
　手当の年間支給月数である。
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Ｂ
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（5）　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①　給料表の見直し

[　　実施　　　　未実施　　]

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

（給料表の改定実施時期）　平成27年4月1日

（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均1.7％引下げ。

　　　　　激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②　地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

該当なし

③　その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

（6）　特記事項

なし

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参考

A/B

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

　　　③教育職については、該当なし

（注）１　「平均給料月額」とは、平成28年4月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で

　算出している。

326,685

410,984

平均給与月額

（国比較ベース）

平均給与月額
（A）

類似団体 51.2

225,700

平均年齢

348,704

289,0766

うち調理員

岡山県職員

304,130

211,800

平均給料月額

835.6

331,816

平均給料月額

43.6

平均給与月額
（国比較ベース）

368,812

-

216,100

422,364

平均給与月額区　　分

39.3

類似団体 41.4

43.5

平 均 年 齢

勝央町

-

公　　務　　員

-320,100292,400

337,937

--

勝央町 38.2 9 221,400

国

区　　分
平均年齢 職員数

-

平均給与月額
（B）

--

-

対応する民間
の類似職種

岡山県職員

50.4

-

-

296,962

- -

民　　間

- -

-

-

-

-2,876 329,358

305,697

国

-

- -

--

287,447

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し
等に取り組むとされている。
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（2) 職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成28年4月1日現在）

（注）１　勝央町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）　平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

　　　　　　　　％

11

317,700

191,700 303,400

円 円

227,900 349,200

409,400

141,600

最高号給の
給料月額

円

246,600

円 円

１号給の
給料月額

円

*****

289,800

*****

*****

371,500

*****

*****

*****

296,900

152,600

円

15.4

　　　　　　　　％ 円 円

261,100

10

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

15.4

16.9

10

13.9

380,200

円 円　　　　　　　　％

144,600

高　校　卒

区　　　　　分

250,000

176,700

経験年数１０年 経験年数２０年

***** -中　学　卒

一般行政職

区　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

-

勝　央　町

-

大　学　卒

国岡　山　県

144,600

-

189,500

高　校　卒

・参事補、室長補佐及び園長

３　　級

高　校　卒

中　学　卒 *****

一般行政職

142,000

393,500364,600

経験年数３０年経験年数２５年

技能労務職

技能労務職

234,500

・相当高度な知識又は経験を必要と
　する主事又は技師
・主任

標準的な職務内容

・高度の知識又は経験を必要とする
　主事又は技師

　　　　　　　　人

４　　級

・参事、局長及び室長

　　　　　　　　人・主事補又は技師補の職務
定期的な業務を行う主事又は技師

　　　　　　　　人

２　　級

区　　分

１　　級

・主査

16.9

9

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

６　　級

５　　級

職員数

21.5

構成比

11

287,100

　　　　　　　　％

392,200

円

14

　　　　　　　　人

325,900
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２級 

11.4% 

３級 

15.4% 
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３級 

18.6% 

４級 
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４級 
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４級 
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５級 
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６級 

19.7% 
６級 
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ - ）月分 ( - ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算5％～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

標準に加え、上位の成績率も適用

標準に加え、下位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

（2) 退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～45%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

25.55625

34.582529.145

20.445

49.59

49.59

41.325

千円*****

2.60

20.445

49.59

25.55625

千円

29.145

1.60

0.751.45

2.60

1.45

1.60

1,681

―

49.59

12,127

○

国

１人当たり平均支給額（平成27年度）

勝　　央　　町

国勝　　央　　町

1.60

１人当たり平均支給額（平成27年度）

49.5949.59

41.325

○

特定管理職員

役職加算　5～20％
管理職加算　15～20％

0.75

34.5825

○ ○

勝央町 国
平成28年4月2日から平成29年4月1日までにおける運用

○ ○

管理職 一般職員 特定管理職員

○ ○

一般職員

○

平成28年度中における運用
勝央町 国

管理職 一般職員

岡山県職員

一般職員

1,167

役職加算　5～20％
管理職加算　10～25％

2.60

○ ○ ○

○ ○

○ ○
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 (3) 地域手当については該当なし

 (4) 特殊勤務手当（平成28年4月1日現在）

千円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、

　教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。  

（6) その他の手当（平成28年4月1日現在）

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成28年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

在職期間1年につき100分の500 14,400,000円 任期満了時

在職期間1年につき100分の300  7,320,000円 任期満了時

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

火葬手当

主な支給対象職員

清掃作業の自動車の運転に
従事した職員

火葬処理作業に従事した職員

主な支給対象業務

200,976

火葬処理

2

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度）

支 給 実 績 （ 平 成 27 年 度 決 算 ）

1件当たり1,500円

左記職員に対する支給単価

67

9,121

6,865

手当の種類（手当数）

306,000

退
職
手
当

給

料

扶養手当

手　当　名

清掃作業

8,441

支給実績

534,800

（参考）類似団体における最高／最低額

副 町 長

240,000

　　（平成27年度支給割合）

内容及び支給単価

管理職手当

300,000

副 議 長

区 分

児童手当

通勤手当

15歳以下（中学校修了前）の児童・生
徒に対し、
第1子及び第2子は月額10,000円
第3子以降は、月額15,000円
3歳未満は、月額15,000円

手当の名称

清掃作業従事手当

住居手当

との異同

町 長

支 給 実 績 （ 平 成 26 年 度 決 算 ）

異

異

異

自動車等の使用を常例とし、通勤距離
が片道2㎞以上であること
片道使用距離により、1,200円～
33,000円

720,000

平成24年度から支給なし

国の制度

同

ア配偶者13,000円
イ配偶者以外の扶養親族
　①1人につき6,500円
　②配偶者非扶養の場合
　　そのうち1人について6,500円
　③配偶者がいない場合
　　そのうち1人について11,000円
特定期間の加算　5,000円

（平成27年度決算）
支給職員１人当たり

支給実績（平成27年度決算）

58

50

59,975

5,915

（平成27年度決算）
異なる内容

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 27 年 度 決 算 ）

国の制度と

期
末
手
当

議 員

3.15

　　（平成27年度支給割合）

報

酬

議 長

備　　　　考

175,000

4.10

354,000

325,750

243,000

680,000 509,200

千円

4,978

0

千円

千円

千円

支給なし 0

平均支給年額

千円

月額3,500円

33.5

25,500

5,727

42,000

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

支給実績
（平成27年度決算）

1.5

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 26 年 度 決 算 ）

288,000

192,000

846,000

同

給 料 月 額 等

千円 254,259

議 長

対象級・金額

片道1kmあたり
600円

6級（参事相当職）　40,000円
5級（参事補相当職）　25,000円

副 町 長

副 町 長

町 長

220,000議 員

副 議 長

町 長

610,000

5



６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長含む。）
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成28年4月1日現在）

（注）　　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含まない。）

1

19

8

9

8

0

0

0
16

衛生

農林水産

土木
1商工

一
般
行
政
部
門

18

0

計
108

9
0

60歳

人

7

[           ］

7

124

7

人

24

～ ～

＜参考＞

人人

52歳

122.90

7
58

9

人

11

48歳

139 4

9

015

0

0

104 4

労働

民生
0

総務
税務 5

議会

5

2

普
通
会
計
部
門

教育部門

0

計

[      157      ］

5

40歳

0

59歳43歳

～

0

3

0

＜参考＞

5

12 138

～

人

19 1315

20歳 28歳

27歳 31歳

36歳

47歳

44歳

39歳

～～

区　分

32歳

未満 23歳

人

24歳

～

人

35歳

0

人人

51歳

～

以上55歳

人

～

-1
2

0

保育士の増員

主 な 増 減 理 由

0

53

下水道

派遣職員の派遣期間終了に伴う人員減

＜参考＞

合　　計
135

[      157      ］

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門 15

16

95.50

80.51

98.63

109.70

0

0

0消防部門

その他

小　計

小　計
120

5
3水道

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

人
職員数

～

20歳

1

人

169

56歳

平成28年

職 員 数 対前年
増減数平成27年

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

構成比 

% 

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

23 27 31 35 39 43 47 51 55 59

歳

未

満

歳

以

上
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(3)職員数の推移

（単位　：　人　・　％）

（注）　　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。（教育長を含む。）

７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
       ２　職員数は、平成27年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

※なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成28年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収には、期末・勤勉手当等を含む。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算5％～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

18

101

職員給与費

16

120 119114

―

19

２３年

16

135

17

138

120

104

16

―

2.60

― ―

▲3（▲16.7%）

101 99

―

4(3.3%)

▲3(▲15.8%)

7(6.9%)104 108

２５年 ２７年２６年

1（0.7%）

―

124

15

139

公営企業等会計計

15教　育

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

消　防

一般行政

15

２４年

18

勝　　央　　町

１人当たり平均支給額（平成27年度）

普通会計計

496,194

千円

　　質収支

408,252

過去５年間

の増減数（率）

16

２８年

15

131

（参考）総務省提供

千円

―

119

類似団体平均

平成27年度の総費用に占

3.91

平均月収額

　　　　　　Ｂ／Ａ

総合計

Ａ  

　　　　千円 千円　

区 分 総費用

平成
27年度

純損益又は実

11,621

44.7

1.60

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

区　　分 職員数

6,190

市町村平均給与費

千円　　　　　千円

　　　　　　Ａ

一人当たり

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A

17,863

千円

17,863 4.38

135

職員給与費比率

千円　 ％

△ 5,944

135

給　 料

人

322,805

2,777

類似団体平均

期末・勤勉手当

勝 央 町 44.3

5,954

1,155 1,464

千円

１人当たり平均支給額（平成27年度）

514,785

総費用に占める

める職員給与費比率Ｂ　

346,797

職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％

平成
27年度

基本給

3,4653
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イ　退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～45%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、*****年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当については該当無し

エ　特殊勤務手当については該当無し

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成28年4月1日現在）

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

　実績無し

25.55625

29.145

41.325

*****

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 27 年 度 決 算 ） 55

49.59

20.445

49.59

20.445

34.5825

49.5949.59

25.55625

41.325

29.145

国

支 給 実 績 （ 平 成 26 年 度 決 算 ） 77

支 給 実 績 （ 平 成 27 年 度 決 算 ） 110

*****

49.59

34.5825

扶養手当

ア配偶者13,000円
イ配偶者以外の扶養親族
　①1人につき6,500円
　②配偶者非扶養の場合
　　そのうち1人について6,500円
　③配偶者がいない場合
　　そのうち1人について11,000円
特定期間の加算　5,000円

同

一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

手　当　名 内容及び支給単価

0

支給職員１人当たり

管理職手当
6級（参事相当職）　40,000円
5級（参事補相当職）　25,000円

0 千円住居手当 平成24年度から支給なし

通勤手当

自動車等の使用を常例とし、通勤距離
が片道2㎞以上であること
片道使用距離により、1,200円～
33,000円

支給なし

234,000

平均支給年額
（平成27年度決算）

38

234 千円

（平成27年度決算）
支給実績

異 対象級・金額 480,000

230,000

480

230 千円

千円

異
片道1kmあたり
200円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 26 年 度 決 算 ）

49.59

異

勝　　央　　町
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８　職員の勤務時間その他勤務条件

（１）　勤務時間の状況

（注） 公務の運営上の事情により、特別な形態によって勤務する必要がある職員（図書館等）は、上の表

以外の勤務時間の割り振りによります。（１日８時間勤務から１日７．７５時間勤務に変更）

（２）　休暇、休暇制度の取得状況

　職員の休暇、休暇制度については、勝央町職員の勤務時間、休暇等に関する条例、規則や職員の育児休業等に関する条例、

規則等に基づいて定められており、主な休暇、休業の状況は下の表のとおりです。

２０日（１年当たり） 日

３日（毎年７月１日～９月３０日までの期間） 日

産前８週間・産後８週間 人

原則９０日以内 人

６月以内 人

５日以内（小学校就学の始期に達するまでの子） 人

子が３歳に達するまでの期間のうち、申請して承認された期間 人

９　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況

平成27年度の分限処分の状況は、下の表のとおりです。

（注） 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保から、職員がその職責を十分に果たすことができない

場合に行われる、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分のことをいいます。

（２）懲戒処分の状況

平成27年度の懲戒処分の状況は、下の表のとおりです。

（注） 懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持する目的から、職務上の義務違反など公務員としてふさわしくない

非行がある場合に行われる処分をいいます。

平成２１年３月３１日まで

午前８時３０分～午後５時１５分

午後１２時１５分～午後１時

廃　　止

平成２１年４月１日以降

午前８時３０分～午後５時１５分

午後１２時00分～午後１時

廃　　止休息時間

勤務時間

休憩時間

平成27年度取得状況

取 得 者

取 得 者

年次有給休暇

区　　分 休暇（休業）期間

夏季休暇

産前・産後休暇

病気休暇

平 均

平 均

取 得 者

取 得 者

0

4

育児休業

看護休暇

降　任 免　職 休　職 降　級 合　計

5

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

0人 0人

0人 0人 0人

6.1

取 得 者

0人

2

2.7

5

介護休暇

0人 0人

0人0人
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１０　職員の服務の状況

（１）職員の守るべき義務の概要

（２）職務専念義務免除の状況
平成27年度の職務専念義務免除の状況は、下の表のとおりです。

研修を受ける場合

厚生に関する計画に実施に参加する場合

町長が別に定める場合

（３）営利企業等従事許可の状況
　職員は、任命権者の許可を得なければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねたり、報酬を得ていかなる事業若しくは事務に

も従事してはならないとされています。（地方公務員法第３８条）

１１　職員の研修及び人事考課の状況
（１）職員の研修の状況(平成27年度）

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人
（注） 上の表の研修は、総務部が管理する研修です。この他、各部（局・室）での業務の専門的研修があります。

（２）人事評価の状況

　人事評価は、直属の参事等により業務目標の達成度や職務遂行能力などについて評価され、職員の資質向上など

人材育成を主眼とし行っており、今後、昇任・昇格・人事異動の資料として組織の活性化に活用していく予定です。

人事評価研修（一般職員） 69

合　　　　計

人事評価研修（監督者）

特別研修

0

地方公務員法第３０条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のため勤務し、かつ、職務の遂行に

当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は職

員に対し、秘密を守る義務（同法第３４条）、職務に専念する義務（同法３５条）、政治的行為の制限（同法第３６条）、争議行為等の禁止

（同法第３７条）、営利企業等の従事制限（同法第３８条）など服務上の強い制約を課しています。

3件

69件

免　除　の　事　由 承　認　件　数

4件

営利企業等従事許可申請・許可件数

内　　　　容 申請件数 許可件数

0件 0件

県職員との人事交流

自治大学校

岡山県市町村職員研修センター実施の研修

新規採用職員研修

必
須

新任係長研修

一般職員初級

一般職員中級

新任課長研修

新任課長補佐研修

プレゼンテーション研修

専
門

一般職員上級

自治体政策法務

法制執務研修

市町村税徴収事務研修

税外徴収事務研修

住民税課税事務研修

3

4

1

職員派遣研修

文章力向上

固定資産税課税事務研修

その他（セミナー等）

0

0

0

0

3

5

1

1

37

8

1

2

2

1

1

4

80

11

117
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１２　職員の福祉等の状況

（１）福利厚生制度の状況

　公務能率の向上を図るため、職員の健康管理等の厚生事業を実施しており、平成28年度の状況は下の表のとおりです。

人

人

人

人

（２）共済制度の状況

社会保障の一環としての共済制度の概要は、次のとおりです。

① 岡山県市町村職員共済組合

② （ア）短期給付事業 病気・ケガ・出産・死亡・休業・災害に対して必要な給付を行う。

（イ）長期事業 退職・障害・死亡に対して年金又は一時金の給付を行う。

（ウ）福祉事業 健康診断などの健康の保持増進事業、貸付などを行う。

③ 必要な費用は、「組合員の掛金」と「地方公共団体の負担金」によって賄われています。

主な短期給付の状況は、下の表のとおりです。

件

件

件

件

件

件

件

件

（注） H27.4.1～H28.3.31の期間に給付されたのべ件数及び金額となっています。

（注） 給付実績は、組合員とその家族（被扶養者）を含めた金額となっています。

（３）公務災害補償制度の状況

　公務災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、その災害

によって生じた損害の補填（補償）と、被災職員の社会復帰の促進及び職員・遺族の援護を図るために必要な事業（福祉事業）

を行うことを目的としています。

　具体的には、地方公務員法４５条に基づいて定められた地方公務員災害補償法によって定められています。

　公務災害又は通勤災害と認定された件数は下の表のとおりです。

１３　勤務条件及び不利益処分に関する不服申立て等の状況
　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置を講じるとともに、職員に対する
不利益な処分についての不服申立てに対する裁決又は決定を行う岡山県人事委員会に事務を委託しています。

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

平成27年度の措置の要求はありません。

（２）不利益処分に関する不服申立ての状況

平成27年度の不服申立てはありません。

平成27年度実績

0件

認定件数

うち公務災害

うち通勤災害

0件

0件

一般ドック

脳ドック

冠婚葬祭等に係る給付事業及び文化レクリエー
ション等の福利増進事業に対しての補助

職員互助会への補助

希望職員子宮がん検診

補助金額
　　0千円

10

37

希望職員

希望職員

区分 主　な　項　目 対　象　者　等 実　施　状　況

94

60健康

管理

全職員定期健康診断

福利

事業

機 関

事 業 概 要

財 源

療養費・移送費

区分 主な内容

入院附加金

家族療養費附加金

保健
給付

休業
給付

付　加
給付等

災害
給付

高額療養費

出産費

傷病手当金

育児休業手当金

円

7,483,725 円

0

1

0

7

円21,168

2,965,080

件　　　数 金　　　額

災害見舞金 0 円

10 306,400 円

6 862,544 円

7 円

0

0 0 円
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